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令和２年６月１日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「図書館における学術情報及び成果情報の管理に係る業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条第８

項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

実施行政機関等 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

事業概要 ・学術情報管理業務 

図書・学術誌・技術レポート等の受入、目録作成、装備、管理（図書館利

用環境の維持、所在検査等）及び配付等の学術情報管理に関する業務 

・成果情報管理業務 

機構の研究開発成果情報（機構職員等が行った論文投稿及び口頭発表 

並びに機構が刊行する研究開発報告書類の情報）を記録した成果デー 

タの登録、管理等に関する業務 

実施期間 平成 30 年４月１日～令和３年３月 31日 

受託事業者 株式会社アセンド 

契約金額（税抜） 46,278,000 円（単年度当たり：15,426,000円） 

入札の状況 １者応札（説明会参加＝２者／予定価内＝１者） 

事業の目的 機構が所有する学術情報等の適正かつ効率的な運用及び、機構の職員等の成

果データの適正な蓄積、管理、発信 

選定の経緯 機構において、関係法人のみによる応札など不透明な調達が数多く実施され

ていることを指摘する報道（平成 27年 12月）を発端として、監理委員会と

して機構の契約状況等を確認していた過程において、機構から自主的に選定

された。（公共サービス改革基本方針（平成 28年６月 28日閣議決定）別表

に記載された新規事業） 

 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

  市場化テストを継続することが適当である。競争性の確保という点において課題が認

められ、総合的に勘案した結果、改善が必要である。 

 

２ 検討 

（１）評価方法について 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構から提出された平成 30 年４月から令和

資料１ 
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２年３月までの実施状況についての報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実

施経費及びその前提としての競争性等の観点から評価を行う。 

 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

①  学術情報管理業務 

事項 指標（目標） 評価 

図書等の受入・目
録作成業務 

 
・機構による確認後の修正作

業発生の割合が年間 20％未
満であること 

・新規に購入する図書等は機
構からの発注後４営業日以
内に登録すること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・修正作業の発生割合 
平成 30年度：全 41,337件中 252件、年間 0.61％ 
令和元年度：全 61,688 件中 246件、年間 0.40％ 

・発注後４営業日以内に登録された 
 

図書等の装備業務  
・機構による確認後の修正作

業発生の割合が年間 10％未
満であること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・修正作業の発生割合 
平成 30年度：全 6,724件中０件、年間０％ 
令和元年度：全 4,221 件中３件、年間 0.07％ 

図書等の監理業務  
・年間 3,500 件以上の所在検

査を行うこと 
 
・配架場所の見直しや改善の

提案によって適正な図書館
利用環境を維持すること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・所在検査の実施件数 
平成 30年度：5,512件 
令和元年度：4,047 件 

・配架場所の見直しや改善の提案 
科学論文の書き方等の分類の統一 
① 図書及び会議録等の背表紙の年数・巻号表

示の改善 
② 会議録分類番号統一（応用加速器・関連技

術研究シンポジウム） 

図書等の配付業務  
・受入・目録登録作業完了後３

営業日以内に発送すること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・作業完了後３営業日以内に発送された 

雑誌等の受入・目
録作成業務 

 
・機構による確認後の修正作

業発生の割合が年間 20％未
満であること 

・新規に購入する雑誌等は納
品後４営業日以内に登録す
ること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・修正作業の発生割合 
平成 30年度：全 10,186件中 15 件、年間 0.15％ 
令和元年度：全 11,116件中 38 件、年間 0.34％ 

・発注後４営業日以内に登録された 

雑誌等の装備業務  
・機構による確認後の修正作

業発生の割合が年間 10％未
満であること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・修正作業の発生割合 

平成 30年度：全 9,185件中３件、年間 0.03％ 
令和元年度：全 9,211 件中１件、年間 0.01％ 

雑誌等の管理業務  
・年間 3,500 件以上の所在検

査を行うこと 
 
・配架場所の見直しや改善の

提案によって適正な図書館
利用環境を維持すること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・所在検査の実施件数 
平成 30年度：5,359件 
令和元年度：5,373 件 

・配架場所の見直しや改善の提案 
① 学術新聞バックナンバー保管の改善 
② 新着雑誌展示棚表示の改善 
③ 新図書館地下 1階地下書庫の製本雑誌移動

作業 

雑誌等の管理業務  
・受入・目録登録作業完了後３

営業日以内に発送すること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・作業完了後３営業日以内に発送された 
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② 成果情報管理業務 

事項 指標（目標） 評価 

典拠情報維持更新
業務 

 
・機構による確認後、修正発生

の割合が年間 10％未満であ
ること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・修正作業の発生割合 
平成 30年度：全 50,999件中１件、年間 0.002% 
令和元年度：全 55,660件中１件、年間 0.002% 

成果データ受付処
理業務 

 
・承認処理方法が紙処理の場

合は伝票の到着日、電子処
理の場合は決裁日から起算
して、２営業日以内に処理
を行うこと 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・全て２営業日以内に受付された 

成果データ登録業
務 

 
・成果データ受付日から起算し

て、職員の記載不備等の事情
がない場合４営業日以内に
完了すること（一日あたりの
受付件数が 30 件を超える場
合は、10 営業日以内に作業完
了とすること） 

・同成果データの機構による
確認後、修正発生の割合が
年間 10％未満であること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・全て４営業日以内に受付された 
 
 
 
 
 
 
・修正作業の発生割合 

平成 30年度：全 2,979件中７件、年間 0.23% 
令和元年度：全 3,188 件中０件、年間０% 

検索・発信用成果
データ登録・確定
業務 

 
・機構担当者からの提出日か

ら起算して、記載不備等の
事情がない場合３営業日以
内に完了すること 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・全て３営業日以内に登録・確定された 

成果データ管理業
務 

 
・登録・確定を行った成果デー

タを対象に月２回以上行う
こと 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・月２回以上行われた 

成果データプルー
フリスト整理・保
管業務 

 
・機構の「文書管理規程」及び

通達「法人文書ファイル保
存要領について」に基づき
正確に行うこと 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・「文書管理規程」及び「法人文書ファイル保存要
領について」に基づき正確に実施された 

申請機能の利用者
対応業務 

 
・研究開発成果管理システム

の維持・改良に必要な情報
について四半期に 1 回総括
責任者を通じて定期報告す
ると共に突発的なエラー発
生時はその都度報告するこ
と 

○次のとおり業務の質が確保されている 
・利用者からの問い合わせに対応し適切な助言
をあたえ円滑な運用がなされた 

・次の事項が提案され適切なシステム維持・改良
に貢献した 
① 外部発表終了届のデータを入力後、書類原

本の提出を促す表示を改善 
② 外部発表に必要な書類の提出を徹底等 

  ③ 民間事業者からの改善提案 
○学術情報管理業務における利用者サービスの向上 

民間事業からの提案により、配架棚表示、シリーズ図書及び会議録等の背表紙表示を固定したこ
とにより、利用者の利便性を向上させることができた。 

 
○成果情報管理業務におけるシステム運用の改善 

民間事業者かたらの提案により、研究開発成果管理システム申請機能の画面に、提出書類に関す
る注意事項を明記したことにより、外部発表終了届の未提出件数の減少させることができた。 
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（３）実施経費（税抜） 

   実施経費は、従前経費と比較して約 0.35％（年平均約 54千円）減少しており、僅か

ではあるが一定の効果があったものと評価できる。 

   また、人件費単価が上昇していることを考えると、更なる削減効果があったものと推

察できる。 

区分 経費 

従前経費 

（税抜） 

15,480,000円／年 

（契約金額 46,440,000円÷３年） 

実施経費 

（税抜） 

15,426,000円／年 

（契約金額 46,278,000円÷３年） 

増減額 

（税抜） 

▲54,000円／年 

（162,000円÷３年） 

増減率 約▲0.35％ 

  

（４）選定の際の課題に対する改善 

課題 機構の関係法人のみによる応札など不透明な調達が数多く実施さ

れたところ、官民競争入札等監理委員会の指導・助言を受けて、

新規事業者の参入促進に努めたが、結果１者応札するに至り、課

題が残った。 

 

（５）評価のまとめ 

経費削減効果について、一年当たり 54,000円（約 0.35％）が認められた。 

民間事業者の改善提案について、Ⅱ２（２）③のとおり学術情報管理業務における利

用者サービスの向上や、成果情報管理業務におけるシステム運用の改善ができたことは

評価できる。 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、水準を

全て満たし、質を確保したと評価できる。 

一方、入札において１者応札となっており、競争性の確保について課題が認められた。 

 

（６）今後の方針 

以上のとおり、競争性の確保において課題が認められ、本事業において良好な実施結

果を得られたと評価することは困難である。 

そのため、次期事業においては、課題について検討を加えた上で、引き続き民間競争

入札を実施することにより、民間事業者の創意工夫を活用した公共サービスの維持向上

及び経費の削減を図っていく必要があるものと考える。 
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別紙 

令和２年５月 13日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 

民間競争入札実施事業 

図書館における学術情報及び成果情報の管理に係る業務の実施状況について 

 

１．事業の概要 

（1）経緯 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）の「図書館におけ

る学術情報及び成果情報の管理に係る業務」については、「競争の導入による公共サービ

スの改革に関する法律」（平成 18 年法律第 51号）に基づき、平成 30年度から公共サービ

ス改革基本方針に従って民間競争入札を実施しており、現在実施している事業は１期目

である。 

 

（2）業務内容 

本業務の内容は、機構の研究連携成果展開部（図書館）において、図書・学術誌・技術

レポート等の受入、目録作成、装備、管理（図書館利用環境の維持、所在検査等）及び配

付等の学術情報管理に関する業務全般並びに機構の研究開発成果情報（機構職員等が行

った論文投稿及び口頭発表並びに機構が刊行する研究開発報告書類の情報）を記録した

成果データの登録、管理等に関する業務全般を行うものである。 

 

（3）契約期間 

平成 30 年４月１日～令和３年３月 31日（３年間） 

 

（4）受託事業者 

株式会社アセンド 

 

（5）実施状況評価期間 

平成 30 年４月１日から令和２年３月 31日まで（２年間） 

 

（6）契約金額 

46,278,000円（税抜） 

 

（7）契約相手方決定の経緯 

本業務にかかる落札者の決定は、最低価格落札方式により実施することとしており、実

施要項及び入札説明書に基づき入札参加者（１者）から、平成 30年１月 17日までに提出

された技術提案書について、本件に係る技術審査を行った結果、要求事項をすべて満たし

ていた。同年２月７日に開札し、最低価格落札方式により予定価格の範囲内で最低価格を
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提示した株式会社アセンドを落札者として決定した。 

 

２．確保されるべき対象業務の質の達成状況及び評価 

機構の「図書館における学術情報及び成果情報の管理に係る業務」における民間競争入札

実施要項（平成 29年 12月。以下「実施要項」という。）において定めた確保すべき対象業

務の質の達成状況に対する当機構の評価は以下のとおりである。いずれの項目においても

業務の質は設定どおり確保されている。 

 

（1）学術情報管理業務 

最低限満たすべき水準 評価 

図書等の受入・目録作成業務 

・機構による確認後の修正作業発生

の割合が年間 20％未満であること。

新規に購入する図書等は機構から

の発注後 4営業日以内に登録するこ

と。 

○機構による確認後の図書等の目録作成業務における

修正作業の発生割合 

・平成 30年度：全 41,337件中 252件、年間 0.61％ 

・令和元年度：全 61,688件中 246件、年間 0.40％ 

また、新規に購入する図書等は全て機構からの発注後 4

営業日以内に登録された。 

以上のことから図書等の受入・目録作成業務は適切に行

われており、業務の質が高水準に確保されている。 

図書等の装備業務 

・機構による確認後の修正作業発生

の割合が年間 10％未満であること。 

○機構による確認後の図書等の装備業務における修正

作業の発生割合 

・平成 30年度：全 6,724件中 0件、年間 0％ 

・令和元年度：全 4,221件中 3件、年間 0.07％ 

以上のことから図書等の装備業務が適切に行われてお

り、業務の質が確保されている。 

図書等の管理業務 

・年間 3,500件以上の所在検査を行

い、配架場所の見直しや改善の提案

によって適正な図書館利用環境を

維持すること。 

○図書等の所在検査の実施件数 

・平成 30年度：5,512件 

・令和元年度：4,047 件 

以上のことから、図書等の管理業務は仕様書に定めた通

り実施され、業務の質が確保されている。 

○配架場所の見直しや改善の提案については次の事項

が提案され、適正な図書館利用環境が維持された。 

・科学論文の書き方等の分類の統一 

・図書及び会議録等の背表紙の年数・巻号表示の改善 

・会議録分類番号統一（応用加速器・関連技術研究シン

ポジウム） 

図書等の配付業務 

・受入・目録登録作業完了後 3営業

日以内に発送すること。 

○図書等の配付業務は仕様書に定めた通り実施され、全

て受入・目録登録作業完了後 3営業日以内に発送された

ことから、業務の質が確保されている。 
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雑誌等の受入・目録作成業務 

・機構による確認後の修正作業発生

の割合が年間 20％未満であること。

新規に購入する雑誌等は納品後 4営

業日以内に登録すること。 

○機構における確認後の雑誌等の受入・目録作成業務に

おける修正作業の発生割合 

・平成 30年度：全 10,186件中 15件、年間 0.15％ 

・令和元年度：全 11,116件中 38件、年間 0.34％ 

また、新規に購入する雑誌等は全て機構からの発注後 4

営業日以内に登録された。 

以上のことから雑誌等の受入・目録作成業務は適切に行

われており、業務の質が高水準に確保されている。 

雑誌等の装備業務 

・機構による確認後の修正作業発生

の割合が年間 10％未満であること。 

○機構による確認後の雑誌等の装備業務における修正

作業の発生割合 

・平成 30年度：全 9,185件中 3件、年間 0.03％ 

・令和元年度：全 9,211件中 1件、年間 0.01％ 

以上のことから雑誌等の装備業務が適切に行われてお

り、業務の質が確保されている。 

雑誌等の管理業務 

・年間 3,500件以上の所在検査を行

い、配架場所の見直しや改善の提案

によって適正な図書館利用環境を

維持すること。 

○雑誌等の所在検査の実施件数 

・平成 30年度：5,359件 

・令和元年度：5,373 件 

以上のことから、雑誌等の管理業務は仕様書に定めた通

り実施され、業務の質が確保されている。 

○配架場所の見直しや改善の提案については次の事項

が提案され、適正な図書館利用環境が維持された。 

・学術新聞バックナンバー保管の改善 

・新着雑誌展示棚表示の改善 

・新図書館地下 1階地下書庫の製本雑誌移動作業 

雑誌等の配付業務 

・受入・目録登録作業完了後 3営業

日以内に発送すること。 

○雑誌等の配付業務は仕様書に定めた通り実施され、全

て受入・目録登録作業完了後 3営業日以内に発送された

ことから、業務の質が確保されている。 

 

 

（2）成果情報管理業務 

最低限満たすべき水準 評価 

典拠情報維持更新業務 

・機構による確認後、修正発生の割

合が年間 10％未満であること。 

典拠情報維持更新業務における修正作業の発生割合 

・平成 30年度：全 50,999件中 1件、年間 0.002% 

・令和元年度：全 55,660件中 1件、年間 0.002% 

以上のことから典拠情報維持更新業務が適切に行われ

ており、業務の質が確保されている。 
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成果データ受付処理業務 

・承認処理方法が紙処理の場合は伝

票の到着日、電子処理の場合は決裁

日から起算して、2 営業日以内に処

理を行うこと。 

成果データ受付処理業務は仕様書に定めた通り実施さ

れ、紙処理の場合は伝票の到着日、電子処理の場合は決

裁日から起算して全て 2 営業日以内に受付されたこと

から、業務の質が確保されている。 

成果データ登録業務 

・成果データ受付日から起算して、

職員の記載不備等の事情がない場

合 4営業日以内に完了すること。な

お、一日あたりの受付件数が 30 件

を超える場合は、10 営業日以内に作

業完了とすること。 

・同成果データの機構による確認

後、修正発生の割合が年間 10％未満

であること。 

成果データ登録業務は仕様書に定めた通り実施され、成

果データの校正・確認に用いたプルーフリストは受付日

ごとにまとめ、受付日から起算して全て 4営業日以内に

受付されたことから、業務の質が確保されている。 

 

 

成果データ登録業務における修正作業の発生割合 

・平成 30年度：全 2,979件中 7件、年間 0.23% 

・令和元年度：全 3,188件中 0件、年間 0% 

以上のことから成果データ登録業務が適切に行われて

おり、業務の質が確保されている。 

検索・発信用成果データ登録・確定

業務 

・機構担当者からの提出日から起算

して、記載不備等の事情がない場合

3営業日以内に完了すること。 

検索・発信用成果データ登録・確定業務は仕様書に定め

た通り実施され、成果データの確定は機構担当者からの

提出日から起算して全て 3営業日以内に登録・確定され

たことから、業務の質が確保されている。 

成果データ管理業務 

・登録・確定を行った成果データを

対象に月 2回以上行うこと。 

発信されている成果データの確認作業は仕様書に定め

た通り、月 2回以上行われたことから、業務の質が確保

されている。 

成果データプルーフリスト整理・保

管業務 

・機構の「文書管理規程」及び通達

「法人文書ファイル保存要領につ

いて」に基づき正確に行うこと。 

機構の「文書管理規程」及び通達「法人文書ファイル保

存要領について」に基づき正確に実施された。 

申請機能の利用者対応業務 

・研究開発成果管理システムの維

持・改良に必要な情報について四半

期に 1回総括責任者を通じて定期報

告すると共に突発的なエラー発生

時はその都度報告すること。 

〇利用者からの問い合わせに対応し適切な助言をあた

え円滑な運用がなされた。 

〇次の事項が提案され適切なシステム維持・改良に貢献

した。 

・外部発表終了届のデータを入力後、書類原本の提出を

促す表示を改善 

・外部発表に必要な書類の提出を徹底 
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３．実施経費の状況及び評価（税抜） 

（1）市場化テスト実施前との経費比較 

・ 

実施経費：46,278,000円 

１年当たり：46,278,000円÷３年＝15,426,000円・・・① 

 

・ 

従前経費（市場化テスト実施前）：46,440,000円 

１年当たり：46,440,000円÷３年＝15,480,000円・・・② 

 

・増減額（① - ②） 

 15,426,000円 – 15,480,000円 = ▲54,000円（▲0.35%） 

 

 

（2）評価 

市場化テスト以前の経費と比較すると、約 0.35％（１年当たり 54,000円）減少してお

り、少額ではあるが削減効果があった。また、近年の人件費単価が上昇していることを考

慮すると、更なる削減効果があったと考える。 

 

４．民間事業者からの改善提案による改善実施事項等 

（1）学術情報管理業務における利用者サービスの向上 

民間事業者からの提案により、配架棚表示、シリーズ図書及び会議録等の背表紙表示を

固定したことにより、利用者の利便性を向上させることができた。 

 

（2）成果情報管理業務におけるシステム運用の改善 

民間事業者からの提案により、研究開発成果管理システム申請機能の画面に、提出書類

に関する注意事項を明記したことにより、外部発表終了届の未提出件数の減少につなが

ったと考える。 

 

５．全体的な評価 

平成 30 年４月１日から令和２年３月 31 日までの図書館における学術情報及び成果情

報の管理に係る業務については、重大な障害や問題は発生しておらず、仕様どおりかつ期

限の定めがあるものは期限内に遅滞なく実施されていることから、設定したサービスの

質は確保されていると評価できる。 

また、実施者の創意工夫による改善提案がされたことで、図書館及び研究開発成果管理

システムの利用者の利便性向上及び業務の効率化が図られたことは評価できる。 

  なお、本業務全体を通した実施状況は、以下のとおりである。 

①実施期間中に民間事業者が業務改善指示等を受ける、あるいは業務に係る法令違反

行為等を行った事案はなかった。 
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②機構には、監事及び外部有識者（教授、弁護士等）で構成され、契約の点検・見直し

などを行う「契約監視委員会」が設置されており、その枠組みの中で実施状況報告の

チェックを受ける体制が整っている。 

③民間競争入札の結果、一者応札であり、競争性に課題が残った。 

④対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標について、目標を達成してい

た。 

⑤経費について、市場化テスト実施前と比較し、約 0.35％の削減効果があった。 

 

６．今後の事業 

（1）今後の競争性確保のための検討 

市場化テスト導入に際し、業務内容の明確化、従来の実施方法等の情報開示及び入札公

告情報の幅広い周知などを行ったが、結果、一者応札となったことから、今後は、作業要

員に必要な資格等について以下の見直しを検討し、新規参入事業者の促進に努めること

としたい。 

・国立国会図書館の実施する遠隔研修「科学技術情報－概論－」または、「科学技術情

報－科研費報告書・博士論文・規格－」の修了者についての削除 

・国立国会図書館の実施する遠隔研修「図書館と著作権」の修了者についての削除 

・大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所の実施するセルフラ

ーニング教材 CAT 編図書コース及び雑誌コースの修了者についての削除 

・化学式等特殊文字の計算機表現規則である TeX もしくは LaTeX コマンドに関する十

分な知識と実務経験（３年以上）を緩和 

また、県内の研究機関や教育機関などの図書館における類似事業の状況を確認し、更な

る入札公告情報の幅広い周知を行うこととしたい。 

 

（2）今後の事業の在り方について 

以上のことから、本事業については、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用

に関する指針」に定める市場化テストを終了する基準を一部満たしていないものの、おお

よそ良好な実施結果が得られている。 

しかしながら、今期、一者応札であり、競争性に課題が残ったことから、次期において

も市場化テストを継続し、引き続き改善に努めることとしたい。 

以上 
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